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我が国の製造部門に おける労働生産性の

地域問格差に閲する要因分析

- バ ブル崩壊から9 0 年代後半の動向に つ い て -

小柳津 英知
一

要 旨

現在､ 日本経済は
一

般物価水準が低下 を掛ナる デ フ レ の 状態に あ る ｡ こ の よう な中で , ① バ ブ

ル発生 とそ の後の リ ス ト ラ が, 本社等 の 間接部門を含まな い 製造部門 の 生産性に与えた地域別影

響と②デ フ レ の 進行と労働生産性の 地域 間格差 へ の影響に つ い て把握す る事を目的と した｡

そ の ため ｢ 工 業統計表｣ の デ
ー タ を利用し,

1 4 地廟区分に従 っ た労働生産性の 諸要因の 地域間

格差 に つ い て 1 9 9 5 年 - 2 0 0 0 年 の 変動係数 の 水準 と 推移 に つ い て 検証卑行 っ た ｡ 観測事実 は 以下

の 通りである o ①製造業の従業
'
B i 人当り名目貸金の 地域間格差は

-
1 9 9 5 年以薩縮小傾向にある ｡

②しかし従業月1 人当り貸金 に影響を与える労働生産性に つ い て 見る と､ そ の 地域間格差は縮小

したも の の 依然とし て大き い 水準 に あ る ｡ ③労働生産性 に つ い て付加価値分析の手法を用 い た要

因分解を行うと
､ 付加価値率の 地域周格差は小さく, 資本 ･ 労働比率の 地域間格差は 1 9 8 0 年か

ら
一

貫
-
して 縮小基調 に あり､ 2 0 00 年 に は半減して い る . ④有形固定資産回転率の 地域間格差は､

付加価値率よりも高く､ 1 9 9 5 年以降､ 徐 々 に高まり つ つ あ る ｡ したが っ て 1 9 9 5 年以降に労働生

産性 の 地域 間格差が縮小し つ つ も高 い 水準 に あ る の は､ 有形固定資産回転率の 地域 間格差 に あ る

と考えられ る . 従業員規模別 に見る と
､ 従業員規模 の大き い 製造部門 に お い て ,

■労働生産性とそ

の 要因の 地域間格差が大き い 事が明らかにな っ た占 業種別で は
r
｢ 加工組立型｣ と ｢ 素材型｣ の 両

方で労働生産性の 地域間格差 は縮小 して い る が ､ ｢ 素材型｣ の 地域 間格差 の 水準は依然と して大

き い . ｢ 素
′
材型｣ の 労働生産性 の 地域 間格差が大き い の は､ ｢ 加工組立型｣ に 比較した付加価値率

と資本 ･ 労働比率の 地域間格差が大 き い た め で ある辛が明らか に な っ た ｡

注目され る こ とは ､ 我が国の製造部門全体で は
, 付加価値率の催そ のもの は 1 9 8 5 年の 水準を

上 回 っ て い る こ と で あ る ｡ また ､ 資本 ･ 労働比率 の 低下 と資本 ･ 労働比率の 地域間格差の 縮小が

同時進行 して い る事である ｡ こ れは
､ 資本効率を上げるため各地域 で ｢素材型｣ 業種を中心に リ

ス ト ラ に よる設備廃棄が進行したため に 生 じたもの と考えられ る ｡ 以上 の事から､ 日本の製造部

門 に お い て は過剰設備 の存在が資本生産性を押し下げ､ 労働分配率の 上昇を防ぐ目的 で名目貸金

の 上昇が抑えられ ､ 結果 として 1 人当たり名目賃金 の格差を縮小させ て い る 可能性が大き い と考

えられる｡

キ ー ワ ー ド : 製造部門 地域 問格差 労働生産性 要素価格均等化 変動係数

付加価値分析
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I . 問題の所在

1 . I
,

バ ブル発生とその後の リス トラが製造部門の生産性に与えた地域別影響の 把握

現在 (2 0 0 3 年未) ､ 日本経済は平成不況 の 影響 に よ る低迷 を続 け､

一 般物価水準 の 継続的低 下

が生 じるデ フ レ状態にあ る｡ 1 99 9 年 ( 平成 1 1 年皮) の 『経済自書』 は現在に至 る不況の原因に

つ い て ､ 雇用 ･ 設備 ･ 債務にお ける過剰の存在､ すなわ ち ｢ 三 つ の 過剰｣ が バ ブ ル崩壊後の 日本

企業の収益を圧迫 して い ると分析 した が , その後､ 金融 ･ 保険業, 建設業､ 小売業な どほぼ全て

の 業種で リ ス トラ に取り組む企業が多数見られた｡

特に製造業で は ､ 鉄鋼､ 石油化学等の素材型業種を中心 に工場売却 ･

･閉鎖､ 事業売却 ･ 撤退に

よ る設備廃棄が進ん で い る の が特徴で ある ｡ 最近まで ､ 我 が国で は ｢ 工場三法｣ 等に よ っ て大規

模な工場 ･ プ ラ ン ト等の 製造部門の 立地は政策的に都市圏の外に促進さ れ､
バ ブ ル景気時にお い

ても積極的な設備投資が地方圏を中心に行われ て きた . (注 1)

バ ブ ル崩壊後の 設備廃棄お よ び雇用調整が , 製造現場にあたる製造部門の 生産性に ､ 景気拡大

期と比較 して ど の ような影響を与えて い るか に つ い て分析を行う ｡

1 . 2
, デ フ レ の進行と労働生産性の地域間格差へ の影響の把握

次に , 日本経済が長期間デ フ レ に陥 っ て い る大きな原因として ､ 中国尊か らの労働集約的な製

品の 輸入拡大を挙げられ る辛が多い ｡ す なわ ち､ 現在の 日本に比較して賃金 の低 い 中国等か らの

労働集約的な製品輸入は ､ 間接的 に安価な労働力を大量に輸入して い る ことで あり､ それ によ っ

て 日本の名目賃金 も下がり ､ 物価水準も下落を続けると い う解釈で ある ｡ こ れは ､ 完全な自由貿

易が成立する場合は生産要素の 価格､ すなわち貸金 ､ 資本収益率､ 地代などは均等化す る傾向に

あると いう国際貿易論の ｢要素価格均等化定理｣ の 論理 を適用 して い る と言える ｡

こ の 論理 に従えば ､ 1 99 0 年代後半の 日本の製造部門は労働集約的な製品輸入 の拡大の 中, 雇

用削減が進行する 中､ 名目賃金 は低下 し､

一

方で 資本収益率は上昇して い く はずで ある ｡ また､

そもそも国と国 の 間よりも生産要素の移動がは るかに自由な国内の地域 間 の要素価格, 特に貿易

財を生産して い る製造部門の貸金 と労働生産性は地域 間で均等化の傾向を示す はずで あり, その

点を確認する必要がある ( 注 2) 0

国内の 地域経済間に貿易論を適用した先行研究は少なくな い
｡ 例えば徳 剛200 2】は､ 我が国を

地域 間産業連関表の 区分 に従 っ て全国を 9 地域 に区分し､ 1 9 95 年時点の デ ー タ に基づ い た 土地

と労働力の 既存量 と相対価格の 関係か ら､ 地域経済問に ヘ ク シ ヤ
ー

- オ リ ー ン モ デ ル が妥当する

と結論づ けて い る . その 他に も要素価格均等化命題 の適応を実証 しようと試み た研究は存在する .

こ れらは い ずれ も地域 間及 び産業間の 労働移動の可能性を低い もの と仮定して い る ｡ 実際 ､ 我が

国の 非製造業に お い て は参入親制 の存在か ら産業間で生産要素の 移動の 可能性は小さ い
｡ 例えば

金融保険業の 営業職と製造部門の 製造職 (製造現場の 単純労働者､ . 技能工 など) の 間の 代替は非

常に困難であ るが ､ 製造部門の 製造職内にお ける代替は比較的容易で ある辛が既存の 調査か らも

明らか に な っ て い る ( 注 3) ｡ こうい っ た事かち ､ 産業全体で は なく製造業, 特に本社や営業所

等の 間凄部門を除 い た製造部門にお ける地域 間 の貸金格差を ､ 労働移動の 可能性は高い もの とし

て分析した方が現実的で はな い か と いう のが本稿の 問遺意識である ｡

I . 3 , 観測車実の 把撞

こ れまで述 べ てきた問題意識か ら､ 本稿で は , 国内の 製造部門を対象に①今回の長期不況の発
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生と リ ス トラ の 中､ 名目賃金と製造部門 の効率性を示す労働生産性の地域間格差は縮小 ･ 不変 ･

拡大 の い か なる傾向を示 して い る の か､ ②労働生産性を決め る諸要因の 動きと地域 間格差は ど の

よう にな っ て い るか､ の 二点に つ い て ､ 観測事実を明らか にするもの で ある｡

2 . 製造部門における労働生産性の地域間格差分析に用 い るデ ー タと計測方法

2 . 1
, ｢ エ業統計表｣ (経済産業省) に基づく労働生産性の把撞

本稿で は､ 製造部門の 労働生産性の 地域間格差を計測す る地域別デ ー タ と して ､ 経済産業省の

｢ 工 業統計表 (産業編)｣ の デ
ー

タを用 い る ｡ その理由は以下 の 二 点である ｡

①デ
ー

タは全て生デ
ー

タで把握されており､ ｢県民経済計算｣ の ように推計値が用 い られて い な い ｡

②製造部門に所属する事業所の 内､ 本社横能 (部門) や営業及び販売機能 ( 部門) の み を行う事

業所は除外されており､ 純粋に製造機能 ( 部門) の み を行う事業所を対象として い る ｡

た だし､ ｢ 工業統計表 ( 産業編)｣ は従業月数4 入来満の 事業所の デ ー タ を含まず､ 日本中 の製

造部門の 事業所を完全にカ バ ー して い な い の が短所で ある ｡ 従業員数4 人未満の 事業所の従業月

が従業員全体に占め る構成比 は 1 9 90 年で約 5 .2 % に達して い るた め全体を捉えて い る と は言え

な い ｡ しか し､ 後述 の ような要因分解を行う には関連デ ー タ の 揃 っ た ｢ 工業統計表 ( 産業編)｣

の利用が有用 であり､ 全体を捉える
一

次近似として は問題がな い と考えられ る. その ため ｢ 工 業

統計表 (産業編)｣ に基 づく観測事実の 把握を行うもの である (注 4) 0

2 . 2
, ｢ 変動係数｣ に基づく地域間格差の評価

地域間格差の計測方法と して本箱で は変動係数を用 い る ことにする ｡ その 理由は ､ 1 人当り県

民所得の地域 間格差の 指標など他の多くの実証研究で も採用されて おり ､ こ れらの デ ー タ の変動

係数の 水準値と製造部門における それを比較する辛が可能なため である (注 5) ｡ 変動係数の 定

義は以下で あり､ こ こで標準偏差は記述統計に基づく ｡

変動係数
標準偏差

平均値

2 . 3 , 付加価値分析に よる要田分解

地域間格差 の原因を分析する手法と して , 地域 の 生産関数や地域 間産業連関表を用 い る手法が

あ る｡ こ れら の場合に は ､ 次節に述 べ る地域区分ごとの デ ー タ の収集が困難な こと ､ それ ら の先

行研究は多数ある こ とから､ 本稿では付加価値分析によ る要因分解を行い , 要因ごと の変動係数

を算出して , 格差 の評価を行う｡

2 . 4 , 地域区分の 設定

･ 地域 区分を どう設定するか は ､ 地域間格差 の把握を目的とする場合､ 非常に重要で ある ｡ い わ

ゆ る ｢ 地域経済｣ の 比較を行う際に , 単純に 4 7 都道府県を地域区分として計測を行 っ て い る例

が多数あるが ､ 本稿で は 47 都道府県を地域区分として採用 しな い ｡ その 最大の 理由は ､ 4 7 都道

府県区分で は ､ 多くの場合, 面積が小さすぎて経済圏域とほとん ど -

改しな い と考えられるか ら

で ある. 特に地域内の 資本と労働の 厳存を考える上で ､ 近隣県は現実に通勤圏で ある場合が多い

事を考慮する と, 区分として の 意味が はなはだ弱い ｡ 特に東京, 大阪などの 大都市で は集積の 利
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益 が働 い て お り ､ 都道府県 区分で は面積が小 さす ぎて 地域 間比較の 厳密性が大 きく損なわれ る ｡

もちろん正確に 4 7 都道府県を独立 した 経済圏域 に再統合す る事も困難 で ある し､ 4 - 5 の 大き

な 経済圏 の 地域 区 分 で は 地 域 間格差 の 統計的 分析 を行う に は 地 域区 分 の 数が少 なす ぎ る と言 え よ

う｡

また ､ 地域区分 にお い て ､ 海に隣接 して い るか内陸であ るか と い っ た地理的特性を反映させ る

事は重要である ｡ なぜ なら製造部門は業種によ っ て 立地行動に強い 制約を受ける｡ 例えば食品製

造部門 の よう に ど の 県にお い て も ー 定の 事業所が 集積す る地域密着性を特徴と する もの もある

が ､ 石油化学や鉄鋼業は原材料を海外か ら輸入 し 完成 した製品を海外に輸出する 臨海部立地が

基本で あり ､ どん なに内陸部で地価が安価にな っ て も､ 臨海以外に プ ラ ン ト等を建設する こ とは

事実上ありえな い (注 6) ｡

以上 の ような点を踏まえ つ つ
, 本稿で は第

一

次接近と し て ､ 山崎【1 99 9】や経済企画庁絵合計画

局【1 9 9 6】を参考に ､ ある程度 の 独立 した経済圏域 に重なる もの と し て

表 1 本論文で 分析する地域区分

含まれる都道府県

良_ _ _ _ " _ _

r
" _ _ _I? _

北 九 州

南 九 州

_ " M _ _ _ - _ _ " _iE _* 違_ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ M

" " " _i _* _ 王 _i _i _

.
_ 姓甲_ … _ _ _ …

… _% _Q _

.
_ 賂 逼& .

_ 巌漫_ _ _ _
_

i _* _
.

_ 垣S _
.

_ 農最ゝ辿製! 長野_ _

M * _ i _ ゝ王真土慮泰_

.
_# _& JI L _ _

ー _ 二_* _a .
_ 萱製_

.
_

_Qf _i _
.

" % 星_ _ M _

富山こ石川
､ 福井

_ _ " _ _ _

;A _a _i _* _

.
_ * _A _ _ p _ _ _ "

大阪､ 兵庫､ 和歌山

_ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ 鳥取長泉_
_

_ _ M _ _ M

_ _ _ _ _ _ _ 周出土広島 _tg _P M _ _ _ _ _ _ _

_ _ _ _i _A _

.
_ i _

)
_Ll _

.
"* _i _

.
_ a _ * _ _ _ _ "

" _ 慮臥 鳳 艶 _4s盆 … _ _ _

熊本 ､ 宮崎､ 鹿児島､ 沖縄

の ような ｢ 臨海｣ か

｢ 内陸｣ の 地理的観点を考慮 した 1 4 区分を採用する事に した (注 7) 0

2 . 5
, 分析期間の 設定

本稿の 問題意識 は ､ 冒頭で述 べ た ように バ ブ ル崩壊後の 平成不況の デ フ レ進行における製造部

門 の貸金 と労働生 産性の 地域 間格差 の 要因を分析する もの であ る ｡ した が っ て 基本的に は 1 9 85

年以降の デ
ー

タ の み を対象とする ｡ また製造部門の 重要なデ
ー

タ である有形固定資産額が ｢ 工業

統計表 (産業編)｣ で は 2 000 年まで しか把握で きな い 事もあ っ て ､ 20 0 0 年まで を主として分析

期間と して い る ｡

3
, 我が国製造部門の生産性の推移と要因

3 . 1 , 我が国製造部門の効率性に関す る指橿の推移

は じめ に ､ 我が国 の 製造部門が どの ような成果を示 して きた の かを整理するため , 生産性に 関

する指標に つ い て 198 5 年か ら 2 000 年まで五年毎に見た の が で ある ｡

こ こで表の 有形固定資産残高は経済学における資本ス ト ッ ク に該当する ｡ なぜ なら企業会計の

定義上 ､ 設備投資が有形固定資産の 取得に該当する ため である ｡ なお ､ ｢ 国民経済計算｣ や ｢ 県

民経済計算｣ の 資本ス ト ッ ク は､ 実質 ･ 償却前の概念で ある の に対して ､ ｢ 工業統計表｣ は名目 ,
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償却後 と いう違 い が生 じて い る｡ さ らに本稿 は地域間 の ク ロ ス セ ク シ ョ ン の 比較 で あるため名目

値をそ の まま採用して い る ｡ また ､ 経済学にお ける資本ス ト ッ ク の概念に合わせ る ため有形固定

資産残高に は土地も含め て算出 して い る ｡

2 000 年の 指標に つ い て過去の それと比較すると以下 の 点が 明らか になる ｡

①産業の 収益性を示す付加価値率は 90 年とほとん ど同水準で 95 年を下 回 っ て い るが 85 年よ り

も高い 値を示 して い る ｡

②労働生産性は 85 年､ 90 年､ 95 年の い ずれの 時点より も高い 億を示し て い る ｡

③資本生産性は 85 年､ 90 年､ 95 年の い ずれの 時点よりも低 い 値を示して い る ｡

④ 200 0 年の 有形固定資産残高は 9 5 年より低い 水準に あり､ 資本生産性は有形固定資産残高が減

少した にもかかわ らず低下し､ 資本効率は逆に悪化 して い る ｡

表 2 エ 業統計表に基づく我が国の製造部門の パ フ ォ
ー

マ ンス

全 匡l計 1 98 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0 2 0 0 0 ′9 5 2 00 0/ 9 0 20 00 / 8 5

従 業者数(A) 1 0
,
8 8 9

,
9 4 9 l l

.
1 7 2

,
8 2 9 ー0

,
32 0

,
5 8 3 9

,
1 B 3

,
8 3 3 0 .8 9 0 0 .8 2 2 0 .8 4 3

現金給与 総額( B) 3 4
,
6 7 0

,
1 4 2 4 2

.
6 5 5

.
0 7 5 4 4

,
92 7

,
8 8 1 4 ー

.
7 2 8

,
7 5 9 0 .9 2 9 0 .9 7 8 I .2 0 4

製造 品出荷額等( C) 2 6 5 .3 2 0 .5 5 1 3 2 3 .3 7 2
.
6 0 3 3 0 6

.
02 9 ,5 5 9 3 0 0

.
4 7 7 .6 0 4 0 .9 8 2 0 .9 2 9 1 .1 3 3

付加 価 値 額( D ) 9 0 .5 2 2 .7 3 2 1 1 9 .0 2 8 .2 5 1 1 1 7 .2 04
,
2 6 6 l 1 0

,
2 42

,
6 3 5 0 .9 4 1 0 .9 2 6 1.2 ー8

有形 固定資産額( E)

( 年 末現 在 高)
5 5 ,2 4 4

,
4 8 5 7 3

,
1 6 8

.
7 7 2 8 8

.
2 07

,
0 9 3 8 7

.
6 5 4

.
3 7 9 0 ,9 9 4 1. 19 8 I.5 8 7

付加価値率( F) - ( D ) / ( C ) 0 .3 4 ー 0 .3 6 B 0 .3 83 0 .36 7 0 .9 5 8 0 .9 9 7 1 .0 7 5

労働生産性( G) - ( D ) / ( A ) 8 .3 1 3 1 0 .6 5 3 l l.3 56 1 2.00 4 1 .0 5 7 1 .12 7 1 .4 4 4
-

本 生 産性( H ) - ( D ) / ( E) l .6 3 9 1 .6 2 7 1 .3 29 1 .2 5 8 0 .9 4 7 0 .7 7 3 0 .7 6 8

出所 : ｢ エ 業統計表 (産業編)｣ 各年版より作成

以上か ら労働生産性が上昇する 中, 資本生産性は低下を続けて い る こ と が明らか にな っ た ｡

3 . 2 , ｢ 素材型｣ と ｢ 加工組立型｣ の業種別比較

上記の資本の 効率性と労働生産性の 関係を見るた め に ､
. 労働生産性を以下 の ように分解す る｡

労働生産性 ( - 付加価値額/ 従業員数)

資本 ･ 労働比率 × 資本生産性

(有形固定資産額/ 従業員数) (付加価値額/
/

有形固定資産残高)

こ の 定義式に従 っ て両辺 の 自然対数 (h ) をとる と以下 の ように示され る ｡

1 n (労働生産性) - 1 n ( 資本 ･ 労働比率) + 1 n ( 資本生産性)

こ れ を時間に関 して微分する事に よ っ て変化率で表現すれば､ 労働生産性の変化率 - 資本労働

比率の 変化率 + 資本生産性の 変化率 の 関係となり, その 影響を把握する事が で きる｡

こ こ で特に第 1 項の 資本 ･ 労働比率は製造部門の 業種特性を示すも の で あり､ 製造部門を相対

的 に資本集約度の 高い ｢ 素材型｣ と相対的に資本集約度の低 い ｢加工組立型｣ に 二 つ に大別 して

比較を試み る こ とが可能に なる｡ なお ｢素材型｣ と ｢加工組立型｣ の 区分は図の 注記 の ように行

っ た ｡

こ れ らの 推移を見 た の が で あり, こ こ か ら明らか なよう に ､ ｢ 素材型｣ と ｢ 加

工組立型｣ の い ずれにお い て も労働生産性の 上昇は資本生産性の低下を上回る資本 ･ 労働比率の

上昇によ っ て実現して い る事がわかる ｡ (注 8)
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園 1 業種別の 製造部門の 労働生 産性の推移 (単位 : 百 万 円)

- 素材 型

-
- - 加 工 紙
- 全体

1 98 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0

出所 : 表 2 に 同 じ

注 ‥ 素材型 ) 頼経 工業 ､
パ ル プ

.

紙
･

紙加工製品製造集､ 化学工 業 ､ 石油製品
･ 石炭製品製造業､ 窯業 . 土石製

品製造業､ 鉄工 業 ､ 非鉄金属製進集 ､ 加 工組立型 ) 食料品製造業 ､ 飲料
.

たばこ .

飼料製造業､ 衣服
･

その他の

離 製品製造業､ 木材
･

木製品製造業､ 家具
･ 装備品製造集､

に それぞれ弗計 して井出した｡

園 2 業種別の 製造部門 の 資本
･

労働比率の推移 (単位 : 百 万 円)
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出 所 : 表 2 に同 じ

注 : 国1 に同 じ

図 3 業種別 の 製造部門の 資本生 産性の推移 (単位 : 百万 円)

98 5ー 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0

出所 : 表 2 に同 じ

注 : 図1 に同じ

- 素材 型

- I - 加 工 組立 型

- 全体
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4
, 我が 国製造部門の 1 人当り名 目賃金の推移と地域間格差

4 . 1
, 我が国製造部門の 1 人当り名目貸金の推移

まず､ 全産業ベ ー ス の 雇用者1 人当り名目貸金の 推移を 1 9 80 年､ 1 98 5 年､ 1 99 0 年､ 1 99 5 年

- 2 001 年に つ い て 14 地域別に見た の が表 3 で ある｡ これをみる と全期間で ｢ 関東臨海｣ が最大

を ､ ｢北東北｣ が最低の 億をそれぞれ示して い る ｡

表3 全産業ベ ー ス の 1 人 当 り賃金 の 推移 (名目) 単位 : 百 万円

1 9 80 年 1 98 5 年
I

. 1 9 90 年 1 9 95 * 1 99 6 * 1 9 9 7 * 1 99 8 * 19 9 9 * 2 0 ○0 年

_
]

_E _ 秦 _ 蕊 2 .6 3 3 .1 3 3 .5 9 3 .9 5 4 .0 2 4 .0 5 〟,0 6 4 .0 6 4 .0 7

北 北 2 .2 0 2 .6 4 3 .0 7 3 .4 3 3 .5 0 3 .5 5 3 .5 4 3 .5 1 3 .5 6

2 .3 9 2 .8 3 3 .4 8 3 .9 9 4 .0 8 4 .l l 4 .0 6 〟.0 3 4 .0 7

蓋 2 .5 7 3 .1 7 3 .7 6 4 .2 6 4 .3 0 4 .3 2 4 .2 4 4 .1 6 4 .2 5

3 ,2 0 3 .9 1 4 .6 1 5 .0 4 5 .ー5 5 .1 9 5 0 9 5 .0ー 5 .0 8

2 .6 3 3 .2 4 3 .9 3 4 ,2 3 4 .3 1 4 .3 7 4 .3 3 4 2 6 4 31

彊 2 .5 8 3 .1 1~ 3 .6 2 4 .0 8 4 1 4 4 2 4
.

4 2 0 4 0 9 4 1 1

J

.

.
: a : I. 2 .8 9 3 .5 0 3 .9 9 4 .4 8 4 .5 3 4 .5 7 4 .5 2 4 .ヰ6 4 .5 3

i
-

8
-

A
- ー

3 .0 5 3 ,6 6 4 .2 3 4 .6 9 4 .8 3 4 .91 4 .8 7 4 .7ー 4 .7 7

山 2 .2 9 2 .7 2 3 _2 8 3 .7 9 3 .8 5 3 .8 6 3 8 4 3 8 4 3 8 5

-
こ
J

, : 2 .6 6 3 .2 0 3 .7 8 4 .1 2■ 4 .2 5 4 .2 8 4 .2 8 4 .1 8 4 .2 0

四 匡l 2 .3 6 2 . 8 9 3 ー5 2 3 .9 9 4 .0 7 4 .0 5 3 .9 9 3 _9 3 3 .9 7

2 .5 8 3 .0 7 3 .5 2 3 .9 0 3 .9 7 〟.0 4 4 .0 1 3 .9 5 3 .9 6

2 .5 7 2 .9 5 3 .6 7 3 .8 4 3 .9 2 3 .9 7 3 .9 3 3 .8 9 3 .94

平 均 2 61 3 1 4 3 7 2 4 1 3 4 2ー 4 2 5 4 2ー 4 1 5 4 1 9

0 .2 6 ･ 0 .3 3 0 .3 S 0 3 7 0 3 9 0 3 9 0 3 8 0 3 5 0 3 6

変動 係数

出所 : ｢ 県民 経済計算年報｣ デ ー

タ より算出

注 :
一

人当 たり賃金 - 県民所得勘定に おける雇用 者報酬の中の ｢ 賃金 ･ 俸給｣ ÷ ｢ 雇用者数｣

表の 平均は1 4 地域の 平 均を意味する
｡

次 に , 製造部門の 1 人当り名目貸金の 同様な推移を見た の が で ある ｡ こ こ で も全期間で

｢ 関東臨海｣ が最大を､ ｢ 北東北｣ が最低の 値をそれぞれ示 して い る｡ しか し､ その額を比較す る

と ｢ 関東臨海｣ の製造部門の 1 人当たり名目貸金は 1 98 0 年で は全産業ベ
ー

ス の 1 人当り名目賃

金を下回 っ て い た が､ 20 0 年で は上回 っ て い る｡ ｢北東北｣ では全期間にお い て製造部門の 1 人当り

名目賃金は全産業ベ ー ス の 1 人当り名目賃金を下回 っ て い るなど異なる特徴も見られ る｡

表 4 製造部門の 1 人 当り賃金の推移 (名目) 単位 : 百 万円

1 9B O 年 1 98 5 年 1 99 0 年 1 9 95 * 1 996 * 1 99 7 * 1 99 8 * 1 99 9 * 200 0 年 2 0 01 年

全 2 .5 5 3 .1 8 3 .8 2 4 .3 5 4 .46 4 .56 4 .5 6 4 .5 4 4 5 4 4 54

北 2
.
3 0 2 .8 2 3 .1 6 3 .5 8 3 .6 4 3

.
73 3 .6 9 3 .6 7 3 .6 4 3 .5 7

弧 _ 鳥 北 1 .6 9 2 .0 4 2 .4 1 2 .9 3 3 .
00 3 .08 3 .

ー2 3 .1 4 3 .1 8 3 ,2 8

北 1 .89 2
.
3 7 2 .9 4 3 .5 2 3 .5 g 3 .6 8 3 .丁1 3 .68 3 .7 2 3 .7 7

2 .31 3 .01 3 .7 1 4 .3 4 4 .4 6 4 .5 6 ■4 .57 4 53 4 5 8 4 6 2

開 3 .00 3 .73 4 .52 5 .0 4 5 .ー7 5 .2 5 5 .2 1 5 .ー7 5 .l 5 5 .ー5

塞. _ _ _ _ _ _

2 .5 6 3 .2 7 4 .03 4 .5 8 〟.6 9 4 .8 2 4 .8 2 4 .8 4 4 .85 4 .8 3

北 2 .1 6 2 .7 7 3 .40 3 .94 4 .0 6 4 .1 6 4 .1 6 4 .ー2 4 .1 8 4 .ll

近 ' 内 2 .5 4 3.2 6 3 .9 2 4 ;51 4 .6 2 4
.
7 4 4 .7 3 4 .7 0 4 .7 3 4 .70

2 .8 6 3 .5 2 4 .1 4 4 .67 4 .78 4 .88 4 .8 5 4 .8 2 4 .8 0 4 7 2

ー.7 8 2 .2 6 2 .6 8 3 .2 3 3 .30 3 .43 3 .4 2 3
,
4 4 3 .5 2 3 .6 2

山 2 .6 5 3 .2 5 3
_
8 7 4 .3 8 4 .52 4 .69 4 .6 1 4

.
7 0 4 .6 2 4 .6 0

四 2 .0 ー 2 .5 1 2 .9 B 3 .5 9 3 .69 3 .83 3 .B 5 3 .8 6 3 .9 0 3 .9 3

北 九 2 .4 4 2 .9 7 3.3 9 3 .9 8 4 .ー1 4 .1 6 4 .2 0 4 .1 5 ヰ.1 5 4 .1 5

南 九 州 1 .8 1 2 .2 7 2 .6 7 3 .2 6 3 .34 3 .42 3 .42 3 .5 1 3 .5 0 3 .5 2

平 均 2 2 9 2 8 6 3 4 2 3 9 7 4 07 4 ー7 4 1 7 4 1 7 4 1 8 4 1 8

準 0 .40 0 .50 0 .6 1 0 .6 1 0 .6 3 0 64 0 62 0 6 1 0 5 9 0 5 6

出所 : 表2 に同 じ

注 : 表の平 均は 1 4 地域の平均を意味する｡
全国計は国全体の集計主によ る算出
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4 . 2
,
地域間格差の 推移

( A ) 製造部門全体の 地域間格差の推移

表 4 で は
､

1 人 当り名 目貸金 の 1 4 地域間 の 変動係数 の 推移 も示 し て ある ｡ 1 人当り名 目貸金 の

地域間格差は 1 9 80 年から 1 99 0 年で は拡大したが ､ 1 99 5 年以降は低下基調にある . ･ これは労働

市場 にお い て 19 80 年代後半の 景気上昇によ っ て地域 間格差 が開 い たもの の ､ 90 年代後半の デ フ

レ 進行が地域問格差を縮小 させ た と推察され る ｡ 但 し, こ の 変動係数の 水準は表 3 に示さ れた全

産業ベ
ー

ス に比較する と高 い ｡ 製造部門にお ける労働移動 の 可動性が他産業より高い の で はな い

か , と い う本稿の 想定か らするとこ の事は予想外の 値とな っ て い る ｡

( B ) 従業貞規模別に見た地域 間格差の推移

従業員兼模別に地域問格差の推移を見たの が で ある ｡ ｢ 従業員4 人以上 2 9 人以下｣ の事

業所の 変動係数は ､ 19 80 年で は ｢ 従業員30 人以上｣ の 事業所よりも大きか っ たが ､ 19 85 年か ら

は ｢ 従業員3 0 人以上｣ の事業所にお ける変動係数の水準を下回 っ て い る o 特に 1 99 5 年以降は低

下が続き､
2 000 年に は 1 9 80 年に比較して極め て低 い 水準に ある の が特徴で ある . こ の こ とか ら,

境模の 小さ い 事業所にお い て は
一 人当たり名目賃金の 地域 間格差が特に縮小 して い ると判断され

よう｡

図 4 1 人 当 り賃金の 変動係数 ( 1 4 地域)

0 .2

0 .1 B -

0 .1 6 -

0 .1 4 -

0 .1 2

0.
I

1 9 8 0 1 98 5 1 9 90 1 9 9 5 19 9 6 1 9 9 7 19 9 8 1 9 9 9 2 00 0 2 0 0 1

出所 : 表2 に同 じ

全体

従 業見3 0 人以上

( c ) 業種別 に見た地域 間格差 の推移

製造部門を資本 ･ 労働比率の 高い ｢ 素材型｣ と資本 ･ 労働比率の低い ｢ 加工組立型｣ に大別し､

それ ぞれに つ い て 19 85 年, 1 99 0 年､ 19 95 年､ 2 0 00 年の 四 時点に つ い て 比較した の が

あ る｡

これを見る と ｢素材型｣ で も ｢加工組立型｣ にお い て も変動係数が低下 して い る ことから ､
い

ずれの 業種にお い て も地域間格差が縮小して い る と判断で きる . 特に資本 ･ 労働比率が相対的に

高い ｢素材型｣ で ､
バ ブ ル 景気以前の 1 985 年よりも変動係数が大きく低下 して い る の が特徴で

ある ｡
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園 5
一 人 当り賃金 の 変動係数の 推移 (業種割)

19 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0

出所 : 表2 に同 じ

注 : 囲l に同じ

5
, 労働生産性の地域間格差とその要因分解

5 . 1 , 労働生産性の地域間格差

5 . 1 . 1
, 労働生産性の定義に つ い て

労働生産性は

- 全体
- 素 材 型

- - - 一

加 工 組 立 型

iFlil

で示した ように 付加価値額 ÷ 従業者数 で算出を行う｡ これは付加価値

分析にお ける標準的な定義で ある ｡ た だし､ 山崎【19 99】が指摘する.
ように､ 工 業統計表の 従業者

敬 (山崎の 表現で は工業従業者数) 自体は ､ 従業者の労働時間の多寡や労働の 質を正確に反映し

て い る訳 で はな い ｡ その ため 山崎【1 99 9】は , 労働の 投入量を ｢ 工業統計表｣ の 従業者数の 代わり

に ｢ 工 業統計表｣ の 現金給与鎗額で測 る事を主張して い る ( 注 9) ｡ しか し､ 製造現場にお ける

労働と いう範時の比較にお い て個別企業の 分析方法と同様の定義を用 い る事は第 一 次接近と して

許され ると考えられる こ と､ 筆者が単純な コ ブ ダグ ラ ス 型生産関数で従業者数と現金給与稔額を

それ ぞれ用 い て労働生産性を推計 した結果 ､ 後者はほ と ん ど相関が なか っ た こ と もあり､ 本稿で

は前者の 値を基 に分析を行う｡ た だ し､ 山崎【1 99 9】には現金給与稔額を用 い た労働生産性 の数値

例 が示され て い な い た め ､ 参考の た め に付加価値額 ÷ 現金給与稔額の 億も示して お く｡ その た

め ､

付加価値額 ÷ 従業者数 - 【労働生産性A】

付加価値額 ÷ 現金給与稔額 - 【労働生産性B】

として表記してお く｡ なお ､ 式か ら明らか なように 【労働生産性B】 は労働分配率 (付加価値に

占め る現金給与稔額の 割合) の 逆数に等し い 事がわかる ｡

5 . 1 . 2 , 1 人当り名目賃金と労働生産性の相関

各地域 の 製造部門1 人当り名目賃金 ､ つ まり生産要素の報酬は ､ 各地域 の労働生産性の水準に

依存するはずで ある ｡ こ の 点に つ い てク ロ ス セ ク シ ョ ン デ ー タで 1 人当り名目貸金 と労働生産性

(平均) の 相関を確認した の が で ある ｡ こ れ は 1 9 80 年の ケ
ー ス の みで あるが他の 年で も決
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圃6 製冶 部門 の 1 人当 り官 金 > 労働年 産件 の相 関 (1 980 年)

朝
鮮
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2 .2 5

2 .0 0

1 .7 5

1 .5 0

4 .0 0 5 .0 0 6 .0 0 7 .0 0 8 ･0 0

労伽生産性

出所 : 表 2 に 同 じ

注 : 労働生産性 - 付加 価値額÷ 従業員数 1 4 地区 のク ロ ス セク シ ョ ンデ
ー タ に よる回帰

定係数は 0 .9 を上回り , ク ロ ス セ ク シ ョ ン と して は非常に良好な相関を示 して い る Q

5 . 1 . 3 , 労働生産性の地域間格差

( A ) 製造部門全体の 地域間格差の 推移

付加価値額 ÷ 従業員数の 定義に従う労働生産性の 地域別推移を見た の が

る｡ 表に示された期間で その 動きを見ると ､ 全国計で は 1 99 7 年が最大を示して い るo 次に地域

別 の 動きを見る と ､ 1 980 年で は最大が ｢ 関東臨海｣ で最小が ｢ 山陰｣ で あるが ､ 1 98 5 年に は僅

か の 差で最大が ｢ 近畿内陸｣ で最小 が ｢ 北東北｣ となり, そ の後､ 再び ｢ 関東臨海｣ が最大とな

っ た後に 19 99 年以降は ｢ 近畿内陸｣ が最大に な っ て い る o こ の ように地域間 の 順位に多少の 変

化が生 じて い る｡

さらに地域 間格差の水準を示す変動係数の推移を見た の が であ る ｡ 1 9 80 年か ら 1 99 0 年

にか けて格差 は拡大した後, 19 95 年か らは低下基調にあ るが 0 ･2 付近 に留ま っ て い る o したが っ

て , 労働生産性の地域間格差の水準は依然として大き い と判断で きよう Q なお , 【労働生産性B】

表5 労働生産性 A の推移 単位 = 百万 円

1 98 0 年 19 85 年 1 9 90 * 1 9 95 1 99 8 1 99 7 * 1 9 98 * 1 99 9 2 ○○0 年 2 00 1 年

全 周 鼓
11 8 1 ー2 0 6 1 1 5 1 1 1 5 0 ー2 0 0 ーー6 5

8 9 1 4 8 8 7 8 9 4 9 5 7 9 1 1

5 5 3 6 60 6 6 8 6 7 5 6 6 3 6 6 0 6 .9 7 6 .6 3

8 5 7 8 8 9 8 5 3 8 73 9

ー1 8 3 1 2 3 6 1 1 了7 1 1 丁7 1 2 5 2 ー1 8 0

14 0 1 ー3 2 0 1 3 1 8 1 3 73 ー3 0 7

6 .6 7 8 8 6 1 1 48 1 2 1 0 1 3 0 0 1 3 0 3 1 2 .5 4 1 2 .5 2 ー2 .7 3 1 2 .6 9

3 4 1 3 8 3 1 4 2 2 1 2 9 7 1 3 1 7 1 4 2 1 1 3 3 7

7 .8 7 9 1 1 1 1 4 4 11 7 9 ー2 2 7 1 2 4 9 ･ 1 1 92 l l .9 6 1 2 .3 5 1 2 .ー1

3 .7 8 4 6 9 5 8 1 6 9 5 6 9 2 7 .1 4 7 .0 9 7 .1 0

7 ー8 8 6 9 1 1 2 9 1 2 5 4 ー2

国 5 8 3 6 4 5 8 4 0 9 9 8 ー0 2 7

1 0 9 8

南 九 柵 4 3 6 5 5 3 6 3 9 7 .7 3 8 .0 8 8 .3 5 8 .0 0 8 .
5 2 9 .0 4 8 .5 1

5 5 1 0 8 0 ー0 3 3 1 0 3 4 1 0 9 0 ー0 5 7

2 3 6 2 3 9 2 ー5 2 ー3 2 1 3 2 1 1

出所 : 表 2 に 同 じ

注 : 表の 平均は 1 4 地域の平均を意味する○
全国計は国全体の集計主に よる算出
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囲 7 労働生産性 A の推移 単位 : 百万 円

1 5 .0 0 T･--
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1 3 .0 0

1 2 .0 0
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0

0

5

4

1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0 2 0 0 1

出所 : 表2 に 同じ

注 : 表5 より作成

- - ⊥ - 全 国計
- ･

-
= 北海道

- - - - 北 東北
-

-
1

南 東北

- - 一関 東内 陸
- 一 関東臨海

十

.
東 海

I - - 一 北 陸
一 近 能内陸

十 近 境臨海
一 山陰
十 山陽

÷ 四 国

÷ 北九 州

- ● 一 南九 州
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で は ､ 1 990 年を除 い て変動係数は 0 .1 以下で ある こ とか ら､ もともと地域 間格差 は小さ い
｡

こ の

ような違 い の 原因は 【労働生産性B】 が労働分配率の 逆数で あり､ 企業が利潤を確保す るた め に

製造部門全体の賃金総額を 一 定に抑えようとして い るた めで は な い か と推察される ｡

( B ) 従業月規模別に見た地域 間格差の推移

従業貞規模別 に地域 間格差の 推移をみ た の が で ある ｡ 変動係数の 動きは ほ ぼ似

通 っ て い る が , そ の水準に は格差が ある . 特に 19 95 年以 降で は
, ｢ 従業員 4 人以上 2 9 人以下｣

の 事業所にお ける変動係数が 0 .1 5 以下で推移 して い る の に対 して ､ ｢ 従業月3 0 人以上｣ の 事業

所で は変動係数が 0 .2 を上 回ると いう地域間格差 の対照性が見 られ る ｡ こ の こ とか ら､ 従業月規

模に よ っ て , 地域間格差の 状態に大きな違 い が生 じて い る事が明らか であ る｡

( C ) 業種別 に見た地域 間格差 の推移

業種別に つ い て 四 時点に つ い て比較 した の が で あ る｡ ｢ 素材型｣ にお い ても ｢加工組立

型｣ にお い ても変動係数が低下 して い ることから, 地域間格差が縮小して い ると判断で きるo い

ずれ の業種もバ ブル 景気以前よりも縮小 して い るが､ 変動係数は賃金に比較すると依然として高

い 水準にある ｡
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園 8 労働生産性の 変動係数の推移 ( 製造業全体)
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- - ･ ･･ - 【労4b 生産性B】
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出所 : 表2 に同 じ

注 : 労働 生産性 A - 付加価値額 ÷従業員数 労働生産性 B - 付加価値額 ÷ 現金給与総額

圃 9 労働生産性の 変動係数の推移 (従業員4 人 以上 29 人 以下)

- 【労他生産性A】
- 【労他 生産 性B】

1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0 2 00 1

出所 : 表2 に同 じ

注 : 労働生産性 A - 付加価値頼 ÷従業見放 労働生産性 B - 付加価値頼 ÷現金給与 細

園 1 0 労働生産性 の 変動係数の推移 (3 0 人 以上)
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出所 : 表2 に 同じ

注 : 労働生産性A - 付加価値額÷ 従業員数 労働生産性B - 付 加価値額÷ 現金給与総額
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園1 1 業種別の労働生産性の 変動係数の推移

0 .3 2 5

0 .3

0 .2 7 5

0 .2 5

0 .2 2 5

0 .2

0 .1 7 5

1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0

- 全体
- 素材型

丁
-

_
一 加 工 組立 型

出所 : 表 2 に同 じ

注 = 図1 に同 じ. 全体J 地 道部門全体の 14 地域の 変動係数で あるが ､ 兼材型と加工 組立型はデ ー

タ収JE可能な範

囲で の井出で あるため､ 全体と♯種仰の 合計値とは 一 致して い ない ｡
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5 . 2 , 労働生産性の要因分解

5 . 2 . 1 , 労働生産性の 要因分解の方法

前節で示したような労働生産性の地域 間格差の 要因を探るため ､ 以下 の ような式に基づく付加

価値分析を行う｡

付加価値額/ 従業員数 ( - 労働生産性)

(付加価値額/ 製造品出荷額) ( - 付加価値率)

× (有形固定資産残高/ 従業員数) ( - 資本 ･ 労働比率)

× (製造品出荷額等/ 有形固定資産残高) ( - 有形固定資産回転率)

上記 の 式の右辺 の 第 一 項は付加価値率であり ､ その 地域 が どれだ け収益性の ある製品を製造 し

て い るかを意味する ｡ 第二 項は資本 ･ 労働比率で あり､ その 地域 の 製造部門の 業種特徴を示す｡

また､ その地域の 製造部門にお ける要素厳存状態を反映して い るとも解釈で きる ｡ 第三項は有形

固定資産回転率で あり､ そ の地域 の 有形固定資産の使用効率 (投下資本の効率) の 代理変数を意

味して い る｡ なお本塙で は有形固定資産残高に は土地を含めた値を用 い ､ 式の算出にあたり有形

固定資産残高は期首と期末の平均値を用 い て い る ｡

5 . 2 . 2 , 付加価値率の地域間格差の推移

( A ) 製造部門全体の 地域 間格差 の推移

付加価値率の 地域別推移 を見た の が

で ある ｡

であり､ 地域 間格差を示す変動係数の推移を見た の

の 地域別 で は 2 0 00 年で は ｢ 関東内陸｣ , ｢ 北陸｣ が 高く ｢ 山陰｣ が低 い ｡

製造部門全体を示す全国計の推移を見ると , 表の 期間で は バ ブ ル崩壊以降の 19 9 6 年が ピ ー

クを

示し､ それ以降は低下基調を示して い る｡

しかし､ 2 001 年の値は 1 99 0 年の値とほ ぼ 同じで あり,
バ ブ ル景気当時と同じ程度の 収益性を

維持して い る事が注目され る ｡ 次に , 製造部門全体の変動係数の水準を見る と､ 19 80 年代は 0 ･1

の 水準にあ っ た が , 1 99 0 年以降は低下 し､ 0 . 06 ′ と 0 . 07 で堆移して い る ｡ こ の 事か ら, 付加価値
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率の面で の 地域 間格差は 199 0 年代に縮小 したと判断で きよう｡

( B ) 従業員親模別に見た地域間格差の 堆移

従業員規模別 の 変動係 数 の 推移 を見た の が で あ る ｡ ｢ 従業月 4 人以 上 2 9 人以 下｣ の事業

所にお ける変動係数は ､ 19 80 年で既 に 0 .07 程度で あり､ その 後も低下基調で推移して い る ｡ ま

た , ｢ 従業員 3 0 人以上｣ の 事業所の 変動係数は 1 99 0 年に は 0 .
1 未満の水準に低下 し､ その 後も

多少の 変動 があ るもの の 0 .1 未満を保 っ て い る ｡ こ の ような健か ら, 付加価値率に お い て は従業

員規模の大小 にかか わ らず, 199 0 年代を通 して地域 間格差は小さか っ た と判断 で きよう o

( c ) 業種別に見た地域間格差の推移

業種別に 1 4 地域別の 四 時点の推移を見た の が 表7 ( A ) ( B ) で あり , 変動係数の 動きを示 し

たの が匝垂] で ある ｡ ｢加工組立型｣ の 地域別の 付加価値率の 億を見ると､
2 00 0 年で は ｢近畿臨

海｣ ､ ｢ 近畿内陸｣ ､ ｢ 北陸｣ で 高く ､ ｢ 東海｣ ､ ｢ 山陰｣ が低くな っ て い る. 変動係数の 値は 1985 年

で 0 .075 と低く ､ 19 90 年以降も変動係数の値は低下基調 にある ｡ した が っ て ､ 地域間格差は縮小

して い ると判断で きよう｡

次に ｢素材型｣ の 地域別 の付加価値率の値を見ると､ 2( 伽 年では ｢近畿内陸｣ ､ ｢北陸｣ , ｢ 南九州｣

で高く､ ｢ 北海道｣ ､ ｢ 山陽｣ が低くな っ て い る｡ ｢素材型｣ は 19 8 5 年にお い て変動係数 の 値が約 0 ･ 14

と高か っ たが , その 後､ 1995 年にか けて急激な低下を示 して い る の が特徴である. また ､ 2( 伽 年に

は再び 0ユ を上回る水準に及んで い る こ とから､ 地域間格差は拡大して い ると判断で きよう ｡

表6 付加価値率の推移

1 980 年 1 9 8 5 年 1 9 9 0 * 1 9 9 5 * 1 9 9 6 * 1 9 9 7 年 19 9 8 * 1 9 9 9 年 20 0 0 年 20 0 1 年

全 0 3 4 0 3 4 0 3 7 0 3 8 0 3 8 0 3 7 0 3 7 0 .3 7 0 .3 7 0 .3 6

預 0 3 0 0 2 9 0 3 3 0 3 6 0 3 5 0 3 5 0 3 5■ 0 .3 5 0 .3 5 0 .3 5

請 北 0 3 3 0 3 4 0 3 7 0 3 8 0 37 0 3 5 0 3 6 0 .3 5 0 .3 5 0 .3 4

0 3 6 0 3 5 0 3 7 0 3 8 0 38 0 .3 8 0 .3 7 0 .3 8
J

0 .3 8 0 .3 7

0 3 4 ･ 0 41 0 4 2 0 4 3 0 4 3 0 4 2 0.4 2 0 4 2■ 0 ;4 2 .0 .35

0 3 4 0 3 5 0 3 8 0 3 9 0 3 8 0 3 7 0 3 8 0 3 8 0 .3 8 0 .36

塞 0 3 1 0 3 3 O aヰ 0 3 6 0 37 0 3 5 0 3 5 0 3 5 0 3 4 0 .3 4

0 3 9 0 3 7 0 4 1 0 4 2 0 4 2 0 4 2 0 42. 0 ,4 0- 0 .4 1 0 .4ー

I

0 3 9 0 4 0 0 4 1 0 41 0 41 0 4 0 0 3 9 0 .3 9 0 .4 0 0 .4 0

0 36 0 3 6 0 3 9 0 41 0 4 1 0 4 0 0 39 ･0 .4 0 0 .3 9 0 .3 9

0 3 6 0 3 6 0 3 7 0 3 6 0 3 5 0 3 4 0 34 0 3 2 0 3 3 0 3 3

0 2 7 0 29 0 33 0 3 7 0 3 7 0 3 5 0 36 0 3 5 0 .3 5 0 .3 6

0 3 1 0 31 0 3 6 0 3 8 0 3 8 0 3 6 ー0 37 l O .3 6 0 .3 6 0 .3 6

0 3 5 0 36 0 3 9 0 4 0 0 3 9 0.3 9 0 3 8 0 3 7 0 .3 7 0 .3 5

南 九 州 0 .3 1 0 .3 3 0 .3 5 0 .3 8 0 .3 8~ 0 .3 了 0 .3 6 0 .3 8 0 .3 7 0 .3 6

I

0 3 4 0 3 4 0 37 0 3 9 0 3 9 0 38 0 3 7 0 3 7 0 .3.7 0 .3 6

′ 差 0 0 3 0 0 3 0 0 3 0 0 2 0 0 2 0 0 3 0 0 2 0 .0 3 0 .0 3 0 .0 2

出所 : 表2 に 同じ

注 ‥ 付加価値率 - 付加価値額÷製造品出荷額等､ 表の平均は 1 4 地域の平均を意味する｡ 全

国計は国全体の集計量による算出
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図 1 2 付加価値卒の 変動係数の推移

ー 全体

一 従業且3 0 人 以上
- -

従 暮且4 人以上2?人以下

1 9 8 0 1 9 8 5 19 9 0 1 9 9 5 1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 99 2 0 0 0 2 0 01

出所 : 表 2 に 同 じ

園 1 3 業種別 の 付加価値率の 変動係 数の 推移

- 全体
- 素材 型

-

｢
- 加 工 組立型

19 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0

注 : 圃 l に同じ
. 全体は 脚 門草体の 14 地域の 柵 係数で あるが

､ 兼材型 と加工乱 立型はデ ー タ収井可能な範

囲での 井出で あるため
､

全体 と業種間の 合計値とは
一

致 して い ない
｡

表 7 ( A ) 加工 紙立型 業種の 付加価値率

1 98 5 年 1 9 90 * 1 9 9 5 年 2 0 0 0 年

全 周 0 36 0 .3 7 0 .3 8 0 .3 6

A
-

ど
~

海
~ ~

0 .3 1 0 .3 3 0 .3 5 0 .3 7

it_ _

北 0 .3 4 0 .3 7 0 .3 8 0 _3 5

北 0 .3 7 0 .3 7 0 .3 8 0 .3 8

開 内 0 .3 5 0 .3 5 0 .3 6 0 .3 6

0 .3 7 0 .3 9 0 .3 9 0 .3 8

0 .3 2 0 .3 3 0 .3 4 0 .3 2

ゴtT
- -

｢
~ -

丁 0 .3 9 _ 0 .ヰ2 0 .4 2 0 .3 9

i
- ~ ~

直 ･
■0 .3 9 0 .3 9 0 .4 0 0 .3 9

i
- - -

ii
-

策 0 .4 0 0 .4 1 0 .4 2 0 .4 1

山■ 0 .3 5 ○.3 5 0 .3 4 0 .3 2

山 0 .3 3 0 .3 2 0 .3 6 0 .

~3 5

四 国 0 .3 5 0 .3 9 0 .3 9 0 .3 9

∃ 0 .3 6 0 .3 7 0 .3 8 0 .3 6L

南 九 州 0 .3 4 0 .3 4 0 .3 7 0 .3 7

0 .3 5 0 .3 7 0 .3 8 0 .3 7

差 0 .0 3 0 .0 3 0 .0 2 0 ー0 2

出所 : 表 2 に 同じ

注 : 資本 ･ 労働比率 - 有形固定資産残高÷ 従業員数､

表の 平均は1 4 地域の 平均を意味す る｡

全国計は国全体の集計主に よる算出

表7 ( B ) 素材型菜種の 付加価値串

11 7

1 9 8 5 * 1 9 9 0 年 19 9 5 年 20 0 0 年

全 0 .31 L O .3 7 0 .41 0 .3 8

i
:

= 0 ,2 5 0 .3 3 0 .3 9 0 .3 2

0 .3 4 0
,3 9 0 .4 0 0 .3 7

0 .3 2 0 .3 6 0 _4 1 0 .44

0 .3ー 0 .3 9 0 .4 ー 0 .4 2

(: .

I

. 0 .2 9 0 .3 6 0 .4ー 0 ,3 7

裏 0 .3 3 0 .3 8 0 .4 2 0 .3 8

藍
~ - - - - -

0 .3 5 0 .4 1 0 .43 0 . 45
◆

ー

:麗&
-

0 .4 1 0 .4 4 0 .4 6 0 .4 5

ー
J .∴ ン:.

.

デ
ー 0 .2 9 0 .3 5 0 .3 9 0 .3丁

山 0 .ヰ0 0 .4 3 0 _4 5 0 .4 0

山 0 .2 5 0 .3 6 0 .4 0 0 .3 5

四 0 .3 0 0 .3 6 0 .4 0 0 .3 8

ヒ 九 0 .3 B 0 .44 0 .4 7 0 .4 3

甫 州 0 .3ー 0 .3 8 0 .4 3 0 .4 5

0 .3 2 0 .3 9 0 _4 2 0 .4 0

0 .0 5 0 .0 3 0 .0 2 0 .0 4

出所 : 表2 に同 じ

鍾 : 資本 ･ 労働比率 = 有形固定資産残高÷従乗員数､

表の 平均は1 4 地域 の 平均 を意味する｡

全国計は国全体の* 計土に よる井出
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5 . 2 . 3 , 資本 ･ 労働比率の地域間格差の推移

( A ) 製造部門全体の 地域間格差の推移

資本 ･ 労働比 率の 地域別推移 を見た の が

推移を見たの が である ｡

で あり､ 地域 間格差を示す変動係数 の

か ら資本 ･ 労働比率の 製造部門全体の 値を示す全国計の 推移を見 ると, 表の期間を通 し

て上昇を示して い る｡ 資本 ･ 労働比率は､ 地域 の 製造部門にお ける要素厳存状況も表して い るが ,

地域別で は最大 なの が ｢ 山陽｣ で
､ 最小 が ｢ 山陰｣ の ままで推移 し､ その 他の 地域 の順位は わず

か に変動が見られる ｡

製造部門全体の 変動係数の水準は の ように 1 98 0 年の 0 .28 か ら､ 1 990 年の 景気拡大 の 時

期を経て
一

貫 して低下 して おり ､ 2 000 年で は 0 .15 の水準に低下 して い る ｡

2 0 00 年で も格差 の水準値は高 い が ,
こ の 二 十年の 景気変動を通 して ､ 製造部門の 資本 ･ 労働

比率は地域間で縮小傾向に あると判断で きよう｡

( B ) 従業員規模別 に見 た地域 間格差の推移

従業員規模別 の 変動係数 の推移を見た の が で ある ｡ 従業員規模別 の 変動係数 の 推移を見

る と ､ ｢ 従業員 4 人以 上 2 9 人以下｣ の 事業所にお け る変動係数 は 1 9 8 0 年で は 0 . 1 未満 で あ っ た

が ､ その 後は上 昇して 19 9 0 年から 一 貫して低下 し, 2 000 年に は 0 .08 未満にまで及 んで い る ｡ こ

の こ と か ら, 従業員規模の 小さ い 事業所にお ける地域 間格差は非常に小さく な っ て い ると判断で

きよう｡

( c ) 業種別 に見 た地域 間格差の推移

業種別 に 1 4 地域別の 四時点の 推移を見た の が

した の が

表9 ( A ) ( B ) で あ
L

り ､ 変動係数の 動きを示

で あ る ｡ ｢ 加工組立型｣ の 地域 別 の 資本 ･ 労働比率の 値を見る と, 2 0 00 年で は

｢ 近畿内陸｣ ､ ｢ 関東内陸｣ ､ ｢ 東海｣ で高く､ ｢ 北東北｣ ､ ｢ 山陰｣ が低くな っ て い る ｡ 変動係数の 値

は 198 5 年で 0 . 1 9 と高く, 1 99 0 年に 0 . 2 を超 えた後はや や低下 して い る .

次に ｢ 素材型｣ の 地域 別の 資本 ･ 労働比率 の値を見る と ､ 2 0 0 0 年で は ｢ 北 東北｣ ､ ｢ 山陽｣ ､

｢ 関東内陸｣ , ｢ 関東臨海｣ で高く, ｢北陸｣ ､ ｢ 南九州｣ が低くな っ て い る ｡ 特に ｢北東北｣ は異様

な上昇を見せ て い るが､ これ は ｢ 工業統計表｣ の 県別デ
ー

タ を調 べ ると , 青森県の 非鉄金属製造

業にお い て極端な拡大が生 じて い るためで あり､ これが異常値か どうかは不明である ｡ ( 注1 0)

｢ 素材型｣ は 1 985 年におぃ て変動係数の 値が約o .4 と極め て 高か っ たが ､ その 後､ 199 5 年にかけ

て急激な低下 を示して い る の が特徴で ある ｡ しか し上記の 異常値が原因で 2 0 00 年に は再 び 0 .4

を上 回る水準に及んで い る ｡

5 . 2 . 4 , 有形固定資産甲転率の地域間格差の 推移

( A ) 製造部門全体の 地域 間格差 の 推移

有形固定資産回転率の 地域 別推移を見た の が で あ る o 2 0 0 0 年で は ｢ 東海｣ ､ ｢ 山陰｣ ,

｢ 南九州｣ が高い 値を示 し, ｢北東北｣ ､ ｢北陸｣ が低い 値とな っ て い る｡ 製造部門全体を示す全国

計の 推移 を見ると , 1 98 0 年の 5 .51 か ら 19 9 0 年の 4 . 57 ま で大きく低下して い る ｡ こ れは

から明らかなように設備投資によ る資本ス ト ッ ク の 上昇要因が大きく､ 販売額(製造品出荷額等)

の減少によ るもの で はない ｡ その後, 1 995 年以降はわずか に上昇を示して 1 999 年に 3 .22 まで低

下して い る ｡



我が 国の製造 部門 に おける労働生産性 の地 嫌同格差 に 問す る 要田分析

表8 資本 ･ 労働比率の 地域別推移

1 9 8 0 * 1 9 8 5 * 1 9 9 0 * 1 9 9 5 * 1 9 96 年 19 9 7 * 1 9 9 8 * 1 9 9 9 * 2 0 0 ○年

全 国 計 3 .
7 4 4 .9 2 6 .3 3 8 .5 8 8 .7 9 9 .0ー 9 .2 6 9 .58 9 .6 2

ヨF
~ -

4 5 2 5 5 7 6 5 3 8 4 1 8 .7 0 8 .9 0 9 .0 1 9 .1 9 9 .3 1

弘 一孟 _ _

点

2 5 2 3 3 5 4 ー2 6 1 0 6 5 7 7 2 1 7 5 5 8 2 1 8 6 1

2 .7& ヱ.26 _ _ _1 JSL

関 東内陸 3 4 2 5 .0 2 6 .5 5 9 .1 4 9 .4 2 9 6 1 9 .8 1 1 0 .0 1 ー0 .1 4

3 .9 6 5 .1 6 6 .6 7 9 .0 8 9 .3 2 9 .3 8 9 .4 6 9 .8 3 9 .8 9

3 51 4 8 5 6 6 5 8 7 9 9 0 0 9 30 9 5 9 9 93 9 8 4

北 2 .8 8 4 .1 7 5 .5 1 7 .5 4 7 .6 1 7 .8 1 8 .3 8 8 .5 0 8 .5 6

近 内 3 .3 7 4 .9 3 6 .5 2 8 .6 8 8 .6 9 9 .0 6 9 .3 0 9 .6 3 9 .6 3

∫ :..- ?: .

手
. 3 6 6 4 9 4 6 52 8 8 6 8 9 4 9 2 6 9 54 9 8 4 9 74

1 8 6 2 7 7 3 6 8 5 2 5 5 3 9 5 8 4 6 2 0 6 4 9 6 7 3

班 5 7 7 6 88 8 4 4 1 1 3 9 ー1 .7 7 1 2 .1 7 ー2 .2 4 1 2 .5 8 1 2 .5 6

四 4 0 3 4 8 7 6 2 5 8 1 7 8 3 8 8 5 8 9 0 4 9 6 1 9 9ヰ

北 九 州 5 .1 2 5 .9 0 6 .1 2 7 .9 7 8 .l l 8 .1 5 8 .4 5 a .91 9 .1 7

南九州 2 .9 1 3 .8 9 4 .5 2 6 .2 9 6 .5 5 6 .6 9 7 .0 0 7 .
1 0 7 .0 3

- 準 差 ー.0 1 1 .0 5 1 .22 1 .5 0 I .5 2 1 .5 0 1 .4 2 1 .4 4 1 .3 9

平均 3 .59 4 .7 0 5 .9 2 8 .0 4 8 .2 5 8 .5 2 8 .8 0 9 .1 2 9 .2 2

出所 : 表 2 に 同じ

注 : 資本労働 比率 - 有 形 固定資産残高 ÷ 従業員数 ､ 表の 平 均 は 1 4 地域 の 平均を意味する｡

全国計は 国全体 の集計土 に よ る算出

園1 4 資本
･

労働比率の 変動係数の推移

/
I

-

ヽ

′

′
ー

-
-

I
_

0 .3 -I

0 .2 8

0 .2 6

0 .2 ヰ

0 .2 2 -

0 .2 -

0 .1 8

0 .1 6 I

0 .1 4

0.1 2

0 ･1
_

_ _
_ /

0 .0 8 -

1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0

出所 : 表 2 に 同じ

注 : 表 6 に同じ

⊥ 一 全体
二 従業旦3 0 人 以上

- - - 1

年栗丘4 人J;? 主宰9
_
^ 以 下
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1 9 9 5 年以降､ 販売額 (製造品出荷額等) は減少して い る が ､ こ れ は デ フ レ の 進行が原因と推

察され ､ にもかかわらず有形固定資産回転率が以前ほ ど低下して い な い の は ､ こ れも

明らかなように販売額 ( 製造品出荷額等) の 減少以上 に 19 95 年から有形固定資産残高が減少し

て い る事に よ る ｡ また 1 9 95 年に比較した 20 00 年の有形 固定資産残高の 減少は 1 99 5 年以降の リ

ス トラ を目的とした設備廃棄が大きな原因で あると考え, られる.

( B ) 従業月規模別に見た地域間格差の 推移
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表9 ( A ) 加 工 組立業種の資本 ･ 労働比率の 地域別推移

1 9 8 5 * 1 9 90 *
l

1 9 95 * 2 0 0 0 年

全 国 計 3 6 8 4 9 9 6 .7 6 7 .5 8

北 海 3 4 1 4 4 3 6 .33 6 .97

北 東 北 2 43 3 21 4 .4 1 4 .7 0

南 東 ヒ 2 8 3 3 8 9 5 .5 9 6 .5 3

関東内 4 03Lp 5 51 ' 7 .4 7. 8 .3 6

嫌
=- :.

.

L
.

-

. i : 3 7 9 5 29 7 .l l 7 .9 5

･ =

i: 4 1 4 5 .6 7 7 .4 6 8 .2 9

北 陸 3 2 8 4 4 4 6 .ー8 7 .0 9

近三.
. .

ー - J- 4 8 0 6 .3 7 8 .2 7 8 .8 6

;: I. ?I .. 7
. i: 3 4 1 4 8 4 6 .7 2 7 .2 5

2 2 7 2 .8 3 4 .2 5 5 .1 2

山 3 8 6 ■ 5 2 9 7 .2 2 7 .9 0

四 3 0 4 ' 3 6 3 5 .l l 8 .6 7

北 九 川 3 5 5 4 .3 7 5 .9 7 7 .1 7

南 九 州 ･ 3 .3 5 3 .7 5 -. 5 .
2 3 5 .8 8

平 均 ･ 3 4 4 4 .5 4 6 .2 4 7 .0 5

･ - ′ 差 0 6 5 0 .9 8 1 .1 7 1 .1 7

出所 :

.
表 2 に 同じ

注 ‥ 資本
･

労働比率 - 有形国元資産残高 ÷ 従業員数 ､

表の 平均 は 1 4 地域の 平均を意味する｡

全国計は国全休の 集計主に よ る算出

L

E
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4

5
L

h

5

3

5
L

L

'

L

E
)
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L

L
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L

L
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▲
ー

o ･4

.4 2

0 .

.3 -

o ･3

.3 2

0 .

.2 -

o ･2

.2 2

0 .

.- 7

o ･-

.- 2

0 .

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

表9 ( B ) 素材型業種の資本 ･ 労働比率の 地域別推移

ー9 8 5 年 1 9 9 0 年 1 9 9 5 * 20 0 0 年

全 計 9 4 8 1 1 7 6 1 6 .9 6 1 9 .5 7

北 道 1 5 81 1 8 0 0
1 2 0 .50 2 3 .86

北 北 8 6 9 1 0 6 0 2 2 .3 3 4 6 .2 0

北 6 1 9 8 4 5 1 4 .2 0 1 6 .2 5

関 東内 1 0 8 9 1 2 84 1 9 79 2 1 .89

関東蔭. 1 2 5 0 1 4 2 7 2 0 .0 7 2 1 .1 8

東 海 7 02 1 0 1 9 1 4 .1 8 1 6 .7 6

北 陸 5 7 4 7 8 2 ー0 .9 9 1 2 .7 0

近 内 5 2 7 6 89 1 0 .2 7 1 3 .01

近 畿臨海 9 2 1 1 1 7 6 1 6 .4 0 1 9 .1 7

山 蔭 4 5 5 6 8 2 1 1 21 ー5 .86

山 1 5 7 3 1 8 .6 8 2 5 .81 2 9 .4 4

四 8 4 1 1 1 9 5 1 7 .4 5 1 8 .8 7

北 九 榊 ー3 1 0 1 2 4 8 1 6 .3 1 ー7 .8 0

南 九 柵 5 _61 7 .5 6 1 2 .1 9 1 2 .8 7

平 均 9 1 9 1 1 3 1 1 6 .5 5 2 0 .4 2

差 3 70 3 6 6 4 .5 3 8 .4 3

憂面
出所 : 表 2 に 同じ

注 : 資本
･

労働比率 - 有形固定資産残高÷ 従業員数､

表め平均 は 1 4 地域の 平 均を意味する｡

全国計は国全体の 集計量 に よる算出

園 1 5 業種別資本
.

労働比率の変動係数の 推移

- 全体
二 素材型

- - - 一 加 工 組立型

1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0

注 = 国1 に 同じ､ 全体は製造部門全体の14 地域の変動係数であるが､ 素材型と加 工組立型は
I

T
1

-

- タ収集可能な範

囲での算出で あるた め
.
全体と業種間の合計値とは

一 致して いない｡
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園 1 6 有形固定資産回転率の変動係数

ヽ

ヽ _
-

-
-

- -
- 一 -

ー
■ ~

_
一 -

I - - - -
~ ■

､
-

1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0

出所 : 表7 他デ ー タより算出

従業員規模別 の 変動係数の 推移を見 た の が

1 21

一 全体
一 種美点3 0 人 以上

一 - - 一 従 兼良4 人 以上2 9 人 以 下

で ある ｡ 19 80 年と 1 98 5 年で は ｢ 従業月 4 人

以上 2 9 人以下｣ の 事業所の 方が ｢従業員30 人以上｣ の 事業所より地域間格差 は大きか っ た もの

の ､ 19 90 年以降は 0 . 1 未満で推移して おり､ 地域 間格差 は大きくな い
｡ 対照的に ｢従業月 30 人

以上｣ の 事業所は 1 99 0 年以降の 不況期に変動係数の 億は上昇して い る こ とから地域 間格差が拡

大 した と言える｡ した が っ て ､ 従業員規模の 大き い事業所で は ､ 資本の 効率的活用 の 面で地域 間

格差が拡が っ て い ると考えられる ｡

( c ) 業種別に見た地域間格差の 推移

業種別 に 1 4 地域 別 の 四時点の 推移を見たの がl表1 :1 ( A ) ( B )

示した の が

で あり､ 変動係数の 動きを

で ある ｡ ｢加工組立型｣ の 地域別 の 有形固定資産回転率の 値を見る と ､ 20 00 年

で は ｢ 山陰｣ ､ ｢ 東海｣ が高い 値を示し, ｢ 北陸｣ ､ ｢ 北海道｣ が低 い 値を示 して い る ｡ 変動係数の

億は 19 85 年で 0 .09 の 水準にあ っ た が､ 19 90 年に低下 した後は上昇し､ 2 000 年に は 0 .1 の水準に

達 して い る . したが っ て , 地域 間格差は拡が っ て い ると判断で きようo 次に ｢ 素材型｣ の 地域別

の 有形 固定資産回転率の 値を見る と､ 2 00 0 年で は ｢ 関東臨海｣ , ｢ 近畿内陸｣ が高い 値を示し､

｢ 北東北｣ ､ ｢ 南九州｣ が低 い 値を示 して い る . なお ｢ 北東北｣ が著しく低 い の は先に述 べ た異常

値の 影響で ある ｡ 変郵係数は 19 85 年で 0 .1 6 と いう高い 水準にあ っ たが ､ そ の後はほ ぼ変化せ ず,

200 0 年には 0 .22 の水準に達 して い る｡ したが っ て地域 間格差は , 拡が っ て い る と判断で きよう｡

6
, 結語

｢ 工業統計表｣ の デ
ー

タか ら, 製造現場に あた る製造部門の 従業員1 人当り名目貸金の 地域 間

格差を分析する と , 変動係数の 値か ら 1 99 5 年以降, 縮小傾向にある と判断され る ｡

一

方, 1 人

当り名目貸金 に影響を与える労働生産性の地域間格差は縮小 して い るちの の , 依然と して格差は

大き い ｡ こ の 点に閲し労働生産性の要因分解によ っ て以下 の 辛が明らかに な っ た｡

まず､ 1 9 95 年以降の 付加価値率の地域 間格差は低い 水準で推移 して い る ｡ 次に ､ 資本 ･ 労働

比率の 地域間格差は ､ 1 99 0 年に は高い 水準にあ っ た が ､ 際立 っ て 縮小 して い る ｡ 最後に ､ 有形

固定資産回転率の 地域 間格差は , 付加価値率よりも大きく､ 1 9 95 年以降､ 拡大し つ つ ある ｡
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表1 0 有形固定資産回転率の地域別推移
1 9 8 0 年 1 9 8 5 年 1 9 9 0 * 1 9 9 5& F 1 9 9 6 年 1 9 9 7 * 1 9 9 8 * l 9 9 9 * 2 0 0 0 年

全 国 計 5 .5 1 4 .9 5 4 .5 7 3 .4 6 3 .5 3 3 .6 1 3 .3 6 3 .2 4 3 .4 0

] r
-

#
- - -

4 .6 9 4 .3 ー 3 .7 8 2 .9 3 2 .9 5 2 .9 5 2 .8 2 2 .8 0 2 .91

北 薫 北 4 .8 3 4 .0 ー 3 .6 0 2 ー8 3 2 .7 3 2 .6 4 2 .4 3 2 .2 7 2 .3 0

4 8 3 4 .4 6 4 .0 3 3 .0 9 3 .1 9 3 .2 5 3 .0 2 2 .9 5 3 .0 9

関葉内陸 5 .4 5 3 .9 8 3 .8 1 2 .9 0 2 .9 5 3 .0 4 2 .8 7 2 .8 1 2 .9 2

関棄蔭海 6 .0 0 5 .3 9 5 .0 3 3 .7 5 3 .8 3 3 ,9 9 3 .7 0 3 .
5 3 3 .7 0

莱 6 .1 9 5 .6 0 5 .0 4 3 .8 3 3 .9 5 4 .0 2 3 .7 4 3 .6 2 3 .8 6

5 .0 5 4 .1 6 3 .9 3 2 .9 2 3 .0 2 3 .l l 2 .7 7 2 .7 0 2 .8 3

野i&
-

両 5 .6 5 5 .0 2 4 .7 5 3 .7 4 3 .8 8 3 .8 9 3 .5 7 3 .4 8 3 .7 1

荏:. ? . .- . 6 .1 4 5 .1 5 4 .5 3 3 .2 6 3 .3 7 3 .4 0 3 .1 7 3 .0 5 3 .2 2

山 5 .6 8 4 .7 3 4 .2 8 3 .6 7 3 .6 2 3 .6 5 3 .4 0 3 .4 4 3 .6 1

正r
~ ~ - M

4 6 2 4 3 2 4 .0 2 2 ー9 8 2 .9 8 3 .0 5 2 .8 5 2 .7 8 2 .9 5

四 国 4 .6 6 4 .3 3 3 .7 4 3 .1 8 3 ー2 0 3 .3 3 3 _0 6 2 .9 1
_

2 .9ー

北 天 州 3 7 8 3 .7 5 4 .0 8 3 _3 4 3 .4 4 3 .5 3 3 .3 6 3 .1 9 3 .2 4

南 九 州 4 .9 9 4 .3 4 4 .0 4 3 .2 5 3 .2 9 3 .3 6 3 .1 6 3 ,2 0 3 .4 5

き 差 0 6 7 0 5 4 0 4 5 0 3 4 0 .3 7 0 .3 9 0 .3 7 0 .3 7 0 .4 2

平均 5 1 8 4 5 4 4 .1 9 3 .2 6 3 .3 1 3 .3 7 3 .1 3 3 .0 5 3 .1 9

出所 : 表2 に 同じ

注 : 有 形 固定資産回転率 - 製造品出荷額 ÷ 有形固定資産残高

表 の平均 は 1 4 地域の 平均を意味する｡ 全国計は国全体 の集計量 に よる算出

囲 1 6 有形固定資産回転率の変動係数

ヽ

ヽ _
-

-

- - - - - -
ー

~

1 9 8 0 1 9 8 5 1 9 9 0 1 9 9 5 1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0

出所 : 表7 他デ
ー

タより算出

- 全体
- 従業旦3 0 人 以上

- - - 一 従業員4 人 以上2 9 人以 下
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表 1 1 ( A ) 加 工 組立型業種の有形固定資産回転率

1 9 8 5 年 1 9 9 0 年 1 9 9 5 年 2 0 0 0 年

全 国 計 5 .8 3 5 .3 3 4 .0 4 3 9 7

北 5 .6 0 4 .6 9 3 .35 3 .28

臣 東 北 4 .8 4 4
.2 7 3 .6 3 3 9 3

北 4 .89 4 .5 1 3 .4 9 3 5 1p

関東内陸 5 .5 5 5 .09 3 .9 9 3 86

関 6 .2 6 5 .7 0 4 .3 2 4 0 9

6 .2 9 5 .8 ヰ 4 .4 5 4 54

北 4 .9 6 4 .5 7 3 .3 4 3 .2 1

J :: .

'

,
, . E-

.. 5 .4 5 5 .0 6 4 .0 6 4 0 1

近 6 .1 7 5 .3 0 3 .7 8 3 7 6

山 5 . 3 3 5 . 2 6 4 .3 5 4 .5 6

山 隈 5 . 5ー 5 .0 9 3 7 0 3 5 8

四 国 5 . 6 2 5 .2 6 4 .2 0 3 4 4

5 .0 7 5 .0 0 4 .0 5 3 8 3

南 九 州 4 .9 1 4 .7 8 3 .8 2 4 .0 1

平均 5 _4 6 5 _0 3 3 9 0 3 8 3

凄準偏差 0 .4 9 0 .4 3 0 3 5 0 4 0

出所 : 表2 に 同じ

注 : 資本労働比率 - 有形固定資産残高 ÷ 従業員数､

表 の 平 均 は 1 4 地 域 の 平 均 を意 味す る ｡

全国計は国全体の集計主に よる算出

表 1 1 ( B ) 素材型業種の有形固定資産回転率

12 3

1 9 8 5 * l 9 90 年 1 9 9 5 * 2 0 0 0 年

全■国 計 3 .7 0 3 .2 7 2 .3 8 2 .33

北 海 道 3 .0 0 2 .5 8 2 .1 7 2 .2 4

2 .6 6 2 .ー5 1 .3 3 0 .7 0

3 .6 9 3 .0 5 2 .0 7 2 .0 0

内 3 .0 2 3 .01 2 07 2 0 9

3 .9 9 3 .6 8 2 .61 2 .8 2

4 .3 3 3 .4 4 2 .52 2 .3 6

北 陸 3 .2 0 3 .0 7 2 .2 7 2 .2 0

近 内 4 .0 3 3 .8 7 2 .8 1 2 .4 8

近 4 .ー0 3 .5 4 2 .5 2 2 4 4

山 3 .7 2 2 .8 0 2 .1 8 ー8 9

山 i
L
,-

. 3 .4 7 3 .03 2 .1 4 2 3 4

四 国 3 .1 9 2 .7 0 2 .l l 2 .ー9

北 九 2 .51 2 .80 2 .1 7 2 0 4

南 九 州 3 .2 5 2 .6 2 1 .9 5 1 .8 7

平均 3 .4 4 3 .0 2 2 2 1 2 1 2

差 0 .5 4 0 .46 0 .3 4 0 .4 6

変動

出所 : 表2 に 同じ

注 : 資本労働比率 - 有形固定資産残高 ÷ 従業員数､

表の 平 均 は 1 4 地 域 の 平 均 を意味す る｡

全国計は国全体の集計主に よる算出

園 1 7 有形固定資産回転率 の 変動係数の 推移 (業種別)

- 全体
-

素材型
-

_
- -

_
一

柳与野車型

1 98 5 1 9 9 0 1 9 9 5 2 0 0 0

注 : 園1 に同 じ､ 全体は製造部門全体の 14 地域の 紬 係数であるが
. 素材型と加 工組立型はデ - タ収兵可能な範

囲での井出で あるため､ 全体と菜種聞の合計値とは
-

致していない｡

1 99 5 年以降 , 労働生産性 の 地域 間格差が縮小 し つ つ も高 い水準に ある の は , 有形固定資産回転

率の 地域 間格差 にあると考えられ る ｡

従業貞規模別 に見ると, 従業員規模の 小さ い 製造部門の 方が ､ 労働生産性の地域間格差は小 さ

く､ 付加価値率と資本 ･ 労働比 率にお い て は ､ 95 年以降､ 地域間格差は さらに縮小して い る ｡

むしろ従業員規模の 大き い 製造部門にお い て ､ 労働生産性とそ の要因項目の地域間格差が大き い

事が明らかに な っ た｡

業種別で は ｢加工組立型｣ と ｢素材型｣ の 両方で 労働生産性の 地域 間格差は縮小して い る ｡ た
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だし ｢ 素材型｣ の 地域 間格差 の水準は依然 と して大 き い ｡ ｢ 素材型｣ の 労働生産性の 地域間格差

の大き い の は ､ ｢ 加工組立型｣ に比較した付加価値率と資本 ･ 労働比率の 地域間格差か大きい た

め で あ る事が 明らか に な っ た ｡

我が国の 製造部門全体で は , 付加価値率の催その もの は 1 985 年の水準を上回り､ 90 年の 水準

を保 っ て い る事が注目され る ｡ さらに資本 ･ 労働比率の 低下と資本 ･ 労働比率の地域間格差の 縮

小 が同時に進行して い る ｡ これは ､ 各地域 で ｢素材型｣ 業種を中心に リ ス トラを目的とした設備

廃棄が進行したた め に生 じた もの と考えられ る｡ こ の ような観点からは , 過剰設備の存在が資本

生産性を押し下げ , 利潤確保を目的として 労働分配率の 上昇を防 ぐため に名目貸金 が抑えられ ､

結果と して 1 人当た り名目貸金 の格差を縮小 させ て い る可能性が大き い と考えられ る o

注 1 ) ｢ 工場三法｣ とは ｢ 工場等制限法｣ (1 9 5 9 年制定, 2 0 02 年廃止) ､ ｢ 工業再配置促進法｣ (1 9 7 2 年制

定) ､ ｢ 工場立地法｣ ( 1 9 7 3 年制定) を指す ｡ また
､ ｢ 都市圏｣ とは首都圏 ( 関東臨海 の 4 県) , 近

畿圏 ( 近畿臨海 の 3 県) お よ び東海圏 (東海 の 4 県) を指し､ ｢ 都市圏｣ 以外は ｢ 地方圏｣ とされ

る ｡

注 2 ) 要素価格均等化定理 は､ 各国 の 生産技術が同
一

で 親模の 経済が存在 しな い
､

生産要素の質が同 じ､

生産物 の 数が生産要素の 数より少 なくな い 等 の 前捉が満たされ て はじめ て 成立する た め , 厳密な

実証を行う に は前提 に合わせた モ デ ル化が必要で ある ｡ 本稿の 議論はそ の よう な厳密な議論 に な

っ て い な い 点に注意を要する. なお ､ 桜井【2 0 0 3] は､ 条件 の満たされる可 能性から ｢ 要素価格狗

等化が成立 する 可 能性は国際 間よりも地域 間 の 方が大き い ように 思 われ る ｡｣ ( 桜井【2 0 0 3】3 2 頁)

と述 べ て い る ｡

注 3 ) ｢ 地域経済 レポ ー ト 2 0 0 1｣ は労働省 ｢ 雇用動向調査｣ の デ
ー タ から産業内 ･

間 の 労働移動の 割合

を算出して おり､ 産業内移動 の 最も高 い 産業は建設業の 7 2 .4 % ､ 次 に高 い 産業が製造業の 5 4 .
6 %

とな っ て い る .,.

注 4 ) 本社部門 や営業 ･ 販売部門の 従業月 に支払われ る賃金 は､ 工業統計表 の付加価値額か ら現金給与

総額を除 い た部分に含まれ る と考えられ る .

注 5 ) 例えば内閣府 (以前は経済企画庁) 発行 の ｢ 県民経済計算年報｣ で は
一

人当り県民所得の 変動係

数で 地域 間所得格差を測 っ て い る . それ に よると
, 平成 2 年度に 1 .6 4 0 だ っ たもの が平成 1 0 年皮

に 1 .3 3 6
, 平成 1 2 年皮に は 1 .2 9 ま で低下 して い る｡

注 6 ) 時子山 ひ ろ み ､ 荏開津典生【2 0 0 0】の 分析に よる｡

注 7 ) 経済企画庁総合計画局【1 9 9 6] でIま移動選択指数 に よ る 地域制例な ど様 々 な地域区分が検討され て

い る が ､ 本論文 で は製造業の 立坤と い う観点から こ の よう な判断を行 っ たo

注 8 ) 図 1 と図 2 の 素材型 ､ 加工組立型 の 四時点 8 デ
ー タ をプ ー リ ン グ法で 下記の ような コ ブタグ ラ ス

型生産関数を推計する と､ R
2 (決定係数) は 0 .9 以上 の結果を示した .

労働生産性 ( - 付加価値額/ 従業月数)

- F l 資本労働比率 ( - 有形固定資産額/ 従業員数) )

注 9 ) すなわち, ｢ 地域間給与格差や年齢別の 給与格差を別とすれば､ 労働量が多 い ほ ど
､ 労働の 質が高

い ほ ど､ より多くの 給与が支払われ て い る はずで ある｡ 現金給与稔額は ､ 労働 の総量を金額とし

て示した指標 である o｣ ( 山崎【1 99 9)1 1 8 頁)

注 1 0) ｢ 工業統計表｣ の デ
ー

タ を調 べ ると
､ 以下 の よう に ｢ 土地以外の も の｣ の増加が異常なほ ど著し

くな っ て い る ｡ しか し原因が不明で ある ため
､ 本箱で は こ の デ ー タをそ の まま採用 して算出して
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･ 有形固定資産額(年初現在高/ 土地)

1 9 9 5 年 3 7
,
3 0 2

2 0 00 年 8 2
,
1 9 1

･ 有形固定資産額(年初現在高/ 土地以外の も の)

19 9 5 年 7 7
,
2 2 8

20 00 年 6 1 2
,
6 7 1

･ 有形固定資産額( 年末現在高)

1 9 9 5 年 1 2 7
,
00 7

2 0 00 年 6 7 3
,
5 6 8

い る ｡
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